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組 

見 

本 

複雑・多様化する諸問題を適切なアドバイスと豊富な資料で解決！！ 

内 容 構 成（抜粋） 

 
第１巻 

 
第１編　法令編 
 
基 本 法 
◯日本国憲法 
 
1労使関係法 
◎労働組合法 
 （同法施行令を分解、収録） 
◎労働関係調整法 
 （同法施行令を分解、収録） 
◎会社分割に伴う労働契約の承継等に関
する法律 

（同法施行規則を分解、収録） 
◎電気事業及び石炭鉱業における争議行
為の方法の規制に関する法律  

◎特定独立行政法人等の労働関係に関す
る法律 

 （同法施行令・その他の関係法令を分解、
収録） 

◎地方公営企業等の労働関係に関する法律 
 （同法施行令・その他の関係法令を分解、
収録） 

 
1-2労働契約法 
◎労働契約法 
 
2労働基準法 
◎労働基準法 
 （政令・同法施行規則・その他の関係
法令・通達・判例を分解、収録） 

 
3労働時間等設定改善法 
◎労働時間等の設定の改善に関する特別措置法 
 （政令・同法施行規則・その他の関係
法令・通達を分解、収録） 

 
4労働安全衛生法 
◎労働安全衛生法 
 （同法施行令・施行規則・その他の関
係法令・通達・判例を分解、収録） 

 
5男女雇用機会均等法 
◎雇用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保等に関する法律 

 （同法施行規則・関係法令・通達を分解、
収録） 

 
6育児・介護休業法 
◎育児休業、介護休業等育児又は家族介
護を行う労働者の福祉に関する法律 

 （同法施行規則・関係法令・通達を分解、
収録） 

7パート労働法 
◎短時間労働者の雇用管理の改善等に関
する法律 

 （政令・同法施行規則・その他の関係
法令・通達を分解、収録） 

8公務員法 
◎国家公務員法 
 （関係法令・行政事例・判例を分解、
収録） 

◎地方公務員法 
 （判例・行政実例を分解、収録） 
 
9ILO条約 
◯結社の自由及び団結権の保護に関する
条約（第87号） 

◯団結権及び団体交渉権についての原則
の適用に関する条約 （第98号） 

◯商業及び事務所における衛生に関する
条約（第120号） 
 

第２巻 
 
第２編　協約・規約編 
 
1労働協約の具体例 
（1）総則に関する部分 
（2）組合活動に関する条項 
（3）団体交渉に関する条項 
（4）労使協議制に関する条項 
（5）苦情処理に関する条項 
（6）労働争議に関する条項 
（7）人事に関する条項 
（8）労働条件に関する条項 
（9）付則的条項 
（14）最近労働協約例 
 
2組合規約の具体例 
（1）名称 
（2）所在地 
（3）法人格 
（4）目的 
（5）事業 
（6）組合員 
（7）機関 
（8）役員及び職員 
（9）統制 
（10）財政及び会計 
（11）争議行為の開始手続 
（12）規約改正手続 
（13）組合の解散事由 
（14）上部団体との関係 
（15）組合規約の全文例 
 
第３編　質疑応答編 
 
1労働組合 
◯使用者の利益代表者の範囲 
◯管理職組合 
◯労働組合の連合団体 
◯パートタイマーは組合に加入させなけ
ればならないか 

◯外国人の組合加入 
◯管理職が労働組合法上の労働組合を結
成するための要件とは 

◯資格審査申請の手続 
◯会社が分離しても、労組が1つであれ
ば、スト権投票は全組合員で行わなけ
ればならないか 

◯組合規約の改定だけでユ・シ協定をパ
ートに適用することはできるか 

◯会社は、会社貸与の組合事務所を修繕
する義務があるか 

◯組合専従者の職場復帰に際して同期の
者と同じ賃金水準を保障しなければな
らないか 

◯貸借対照表と収支計算書の同時作成の方法 
◯減価償却費計上のための会計処理 
◯寄附金はだれから受けても良いか 
◯銀行残高と帳簿残高の違いの調整 
◯会社財務諸表の見方…有価証券報告書 
◯労働組合費 
 
2組合活動 
◯就業時間中の組合活動を全く認めない
ことは不当労働行為か 

◯腕章着用と懲戒処分 
◯組合の職場外での情宣活動の正当性の限界 
 
3団体交渉 
◯地評、地区労等の役員、オルグ等参加
の団交を拒否できるか 

◯管理職の役付手当に関する団体交渉 
◯政策転換要求は団交の対象となるか 
◯社会保険関係の要求はどのように応じ
るべきか 

◯駈込み訴え 
◯経営不振で賃上げが不可能な場合でも
団交に応じなければならないか 

◯賞与の交渉がまとまらないのに会社が
一方的にこれを支給してよいか 

◯親会社との団体交渉 
◯独立した２つの労働組合が要求する共
同交渉を拒否するのは不当労働行為か 

 
4労働協約 
◯他組合加入者等に対するユニオン・シ
ョップ協定の効力 

◯子会社との合併に伴うユニオン・ショ
ップ協定の適用 

◯従業員の解雇する際に結んだ再採用協
定の効力 

◯人員整理同意条項と組合の反対の効力 
◯吸収合併による消滅会社の労働協約の効力 
◯退職金の分割払いにつき、労働組合が労
働協約を締結した場合組合員にも及ぶか 

◯派遣社員に労働協約の拡張適用は可能か 
◯べア決定前に退職した労働者に対する
べア分のそ及払いについて 

◯労災補償協定の中に「補償金受領者は
他の損害賠償請求権を放棄する」旨定
められるか 

◯特別の事情がある場合等の三六協定 
◯三六協定の有効期間中は事情の変化が
あっても協定の結び直しはできないか 

5不当労働行為 
◯職場規律違反を奇貨とする解雇は不当
労働行為か 

◯労働組合会館の補修費用を会社が寄付
することは経費援助にあたるか 

◯使用者側からの交渉妥結・争議中止等
の呼びかけ 

◯組合用務による出張と経費援助の打切り 
◯組合活動のため欠勤が多いことを理由
とする賞与の低位査定 

◯同一企業内に併存する二組合の一方が条
件を受諾しないことを理由にボーナス支
給で差別することは不当労働行為か 

◯集団的賃金差別事件における立証方法 
◯絶対的平和義務条項を盛り込んだ協定
の申し入れは不当労働行為になるか 

 
6争議行為 
◯時間外労働拒否闘争は争議行為に該当
するか 

◯年次有給休暇闘争は争議行為か 
◯他事業所の争議行為に参加するための
年休請求を認めなければならないか 

◯死亡災害抗議ストは正当か 
◯ピケッティングの正当性の限界につい
てどう判断されているか 

◯遠隔地出張中の組合員が業務を中断し
てストに参加することは正当か 

◯スト当日年休を取得した者の賃金カット 
◯一時帰休中の者が指名ストに入った場
合、休業手当をカットできるか 

◯ストによる賃金カット分の撤回は経費
援助になるか 

◯組合に支払う争議解決金は組合員の給
与として課税されるか 

◯労働協約の争議予告条項に反する争議
も適法 

◯違法な争議行為を行ったとして使用者
が組合員個人に損害賠償請求をするこ
とは許されるか 

 
7就業規則 
◯別規則とすることのできる範囲 
◯子会社へ出向する社員の労災保険・雇
用保険の取り扱い 

◯賃金規則の不利益変更は許されるか 
◯就業規則、労使協定、決議の周知方法 
◯支給日在籍者にのみ賞与を支給するよ
う変更することはできないか 

◯退職後の競業行為を禁止する就業規則
の定めは有効か 

◯海外留学者の退職防止策として費用返
還を規定することは労基法16条に違反
しないか 

 
8労働条件 
◯採用内定取り消しの法的な意味と会社
の責任 

◯パートタイマーに対する昇給方法と正
規社員とのバランスのとり方 

◯過半数代表者の選出方法 

◯変形労働時間制における時間外労働の
算定の仕方 

◯年次有給休暇・生理日の休暇の取得、賞与 
◯未消化の有給休暇を買い上げるのはど
んな場合でも違法か 

◯介護休業制度 
◯VDT作業の労働衛生管理 
◯不況対策として定期昇給を凍結できるか 
◯整理解雇の有効要件 
◯慣行的に支給していた所定労働時間内
の残業手当をとりやめることは可能か 

◯パートタイマーの社会保険の適用基準 
 
9労働事情 
◯春闘の結果 
◯労使コミュニケーション 
◯労働争議の動向 
 

第３巻 
 
第４編　用語編 
 
第５編　手続編 
 
1労働基準監督署への各種の届出・申請願 
 A労働基準法関係 
 B最低賃金法関係 
 C労働安全衛生法関係 
 D労働保険徴収法関係 
 
2公共職業安定所への各種の届出・申請願 
 
3労働委員会への各種の申請・届出等 
 A労働組合法関係 
 B労働関係調整法関係 
 
4裁判所への各種届出・申請願 
 
第６編　労働経済関係資料編 
１一般経済動向 
２企業経営 
３雇用・労働市場 
４賃金水準 
５賃金構造 
６賃金制度 
７労働時間 
８雇用管理 
９技術革新と労働 
10福利厚生 
11物価 
12家計・勤労者生活 
13社会保障 
14労働組合の組織 
15労働争議 
16春闘 
17民間企業における一時金の妥結状況（主
要企業、中小企業） 

組合（中面） 



組 

見 

本 

複雑・多様化する諸問題を適切なアドバイスと豊富な資料で解決！！ 

内 容 構 成（抜粋） 

 
第１巻 

 
第１編　法令編 
 
基 本 法 
◯日本国憲法 
 
1労使関係法 
◎労働組合法 
 （同法施行令を分解、収録） 
◎労働関係調整法 
 （同法施行令を分解、収録） 
◎会社分割に伴う労働契約の承継等に関
する法律 

（同法施行規則を分解、収録） 
◎電気事業及び石炭鉱業における争議行
為の方法の規制に関する法律  

◎特定独立行政法人等の労働関係に関す
る法律 

 （同法施行令・その他の関係法令を分解、
収録） 

◎地方公営企業等の労働関係に関する法律 
 （同法施行令・その他の関係法令を分解、
収録） 

 
1-2労働契約法 
◎労働契約法 
 
2労働基準法 
◎労働基準法 
 （政令・同法施行規則・その他の関係
法令・通達・判例を分解、収録） 

 
3労働時間等設定改善法 
◎労働時間等の設定の改善に関する特別措置法 
 （政令・同法施行規則・その他の関係
法令・通達を分解、収録） 

 
4労働安全衛生法 
◎労働安全衛生法 
 （同法施行令・施行規則・その他の関
係法令・通達・判例を分解、収録） 

 
5男女雇用機会均等法 
◎雇用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保等に関する法律 

 （同法施行規則・関係法令・通達を分解、
収録） 

 
6育児・介護休業法 
◎育児休業、介護休業等育児又は家族介
護を行う労働者の福祉に関する法律 

 （同法施行規則・関係法令・通達を分解、
収録） 

7パート労働法 
◎短時間労働者の雇用管理の改善等に関
する法律 

 （政令・同法施行規則・その他の関係
法令・通達を分解、収録） 

8公務員法 
◎国家公務員法 
 （関係法令・行政事例・判例を分解、
収録） 

◎地方公務員法 
 （判例・行政実例を分解、収録） 
 
9ILO条約 
◯結社の自由及び団結権の保護に関する
条約（第87号） 

◯団結権及び団体交渉権についての原則
の適用に関する条約 （第98号） 

◯商業及び事務所における衛生に関する
条約（第120号） 
 

第２巻 
 
第２編　協約・規約編 
 
1労働協約の具体例 
（1）総則に関する部分 
（2）組合活動に関する条項 
（3）団体交渉に関する条項 
（4）労使協議制に関する条項 
（5）苦情処理に関する条項 
（6）労働争議に関する条項 
（7）人事に関する条項 
（8）労働条件に関する条項 
（9）付則的条項 
（14）最近労働協約例 
 
2組合規約の具体例 
（1）名称 
（2）所在地 
（3）法人格 
（4）目的 
（5）事業 
（6）組合員 
（7）機関 
（8）役員及び職員 
（9）統制 
（10）財政及び会計 
（11）争議行為の開始手続 
（12）規約改正手続 
（13）組合の解散事由 
（14）上部団体との関係 
（15）組合規約の全文例 
 
第３編　質疑応答編 
 
1労働組合 
◯使用者の利益代表者の範囲 
◯管理職組合 
◯労働組合の連合団体 
◯パートタイマーは組合に加入させなけ
ればならないか 

◯外国人の組合加入 
◯管理職が労働組合法上の労働組合を結
成するための要件とは 

◯資格審査申請の手続 
◯会社が分離しても、労組が1つであれ
ば、スト権投票は全組合員で行わなけ
ればならないか 

◯組合規約の改定だけでユ・シ協定をパ
ートに適用することはできるか 

◯会社は、会社貸与の組合事務所を修繕
する義務があるか 

◯組合専従者の職場復帰に際して同期の
者と同じ賃金水準を保障しなければな
らないか 

◯貸借対照表と収支計算書の同時作成の方法 
◯減価償却費計上のための会計処理 
◯寄附金はだれから受けても良いか 
◯銀行残高と帳簿残高の違いの調整 
◯会社財務諸表の見方…有価証券報告書 
◯労働組合費 
 
2組合活動 
◯就業時間中の組合活動を全く認めない
ことは不当労働行為か 

◯腕章着用と懲戒処分 
◯組合の職場外での情宣活動の正当性の限界 
 
3団体交渉 
◯地評、地区労等の役員、オルグ等参加
の団交を拒否できるか 

◯管理職の役付手当に関する団体交渉 
◯政策転換要求は団交の対象となるか 
◯社会保険関係の要求はどのように応じ
るべきか 

◯駈込み訴え 
◯経営不振で賃上げが不可能な場合でも
団交に応じなければならないか 

◯賞与の交渉がまとまらないのに会社が
一方的にこれを支給してよいか 

◯親会社との団体交渉 
◯独立した２つの労働組合が要求する共
同交渉を拒否するのは不当労働行為か 

 
4労働協約 
◯他組合加入者等に対するユニオン・シ
ョップ協定の効力 

◯子会社との合併に伴うユニオン・ショ
ップ協定の適用 

◯従業員の解雇する際に結んだ再採用協
定の効力 

◯人員整理同意条項と組合の反対の効力 
◯吸収合併による消滅会社の労働協約の効力 
◯退職金の分割払いにつき、労働組合が労
働協約を締結した場合組合員にも及ぶか 

◯派遣社員に労働協約の拡張適用は可能か 
◯べア決定前に退職した労働者に対する
べア分のそ及払いについて 

◯労災補償協定の中に「補償金受領者は
他の損害賠償請求権を放棄する」旨定
められるか 

◯特別の事情がある場合等の三六協定 
◯三六協定の有効期間中は事情の変化が
あっても協定の結び直しはできないか 

5不当労働行為 
◯職場規律違反を奇貨とする解雇は不当
労働行為か 

◯労働組合会館の補修費用を会社が寄付
することは経費援助にあたるか 

◯使用者側からの交渉妥結・争議中止等
の呼びかけ 

◯組合用務による出張と経費援助の打切り 
◯組合活動のため欠勤が多いことを理由
とする賞与の低位査定 

◯同一企業内に併存する二組合の一方が条
件を受諾しないことを理由にボーナス支
給で差別することは不当労働行為か 

◯集団的賃金差別事件における立証方法 
◯絶対的平和義務条項を盛り込んだ協定
の申し入れは不当労働行為になるか 

 
6争議行為 
◯時間外労働拒否闘争は争議行為に該当
するか 

◯年次有給休暇闘争は争議行為か 
◯他事業所の争議行為に参加するための
年休請求を認めなければならないか 

◯死亡災害抗議ストは正当か 
◯ピケッティングの正当性の限界につい
てどう判断されているか 

◯遠隔地出張中の組合員が業務を中断し
てストに参加することは正当か 

◯スト当日年休を取得した者の賃金カット 
◯一時帰休中の者が指名ストに入った場
合、休業手当をカットできるか 

◯ストによる賃金カット分の撤回は経費
援助になるか 

◯組合に支払う争議解決金は組合員の給
与として課税されるか 

◯労働協約の争議予告条項に反する争議
も適法 

◯違法な争議行為を行ったとして使用者
が組合員個人に損害賠償請求をするこ
とは許されるか 

 
7就業規則 
◯別規則とすることのできる範囲 
◯子会社へ出向する社員の労災保険・雇
用保険の取り扱い 

◯賃金規則の不利益変更は許されるか 
◯就業規則、労使協定、決議の周知方法 
◯支給日在籍者にのみ賞与を支給するよ
う変更することはできないか 

◯退職後の競業行為を禁止する就業規則
の定めは有効か 

◯海外留学者の退職防止策として費用返
還を規定することは労基法16条に違反
しないか 

 
8労働条件 
◯採用内定取り消しの法的な意味と会社
の責任 

◯パートタイマーに対する昇給方法と正
規社員とのバランスのとり方 

◯過半数代表者の選出方法 

◯変形労働時間制における時間外労働の
算定の仕方 

◯年次有給休暇・生理日の休暇の取得、賞与 
◯未消化の有給休暇を買い上げるのはど
んな場合でも違法か 

◯介護休業制度 
◯VDT作業の労働衛生管理 
◯不況対策として定期昇給を凍結できるか 
◯整理解雇の有効要件 
◯慣行的に支給していた所定労働時間内
の残業手当をとりやめることは可能か 

◯パートタイマーの社会保険の適用基準 
 
9労働事情 
◯春闘の結果 
◯労使コミュニケーション 
◯労働争議の動向 
 

第３巻 
 
第４編　用語編 
 
第５編　手続編 
 
1労働基準監督署への各種の届出・申請願 
 A労働基準法関係 
 B最低賃金法関係 
 C労働安全衛生法関係 
 D労働保険徴収法関係 
 
2公共職業安定所への各種の届出・申請願 
 
3労働委員会への各種の申請・届出等 
 A労働組合法関係 
 B労働関係調整法関係 
 
4裁判所への各種届出・申請願 
 
第６編　労働経済関係資料編 
１一般経済動向 
２企業経営 
３雇用・労働市場 
４賃金水準 
５賃金構造 
６賃金制度 
７労働時間 
８雇用管理 
９技術革新と労働 
10福利厚生 
11物価 
12家計・勤労者生活 
13社会保障 
14労働組合の組織 
15労働争議 
16春闘 
17民間企業における一時金の妥結状況（主
要企業、中小企業） 

組合（中面） 



◆関係法令・通達・実例・判例を登載！ 
労働組合の諸活動を適正かつ円滑に処理するために、労使関係法にわかりやすい注釈を加え、関係施行令、
主要通達、実例・判例等も登載。 

◆労働協約、規約の具体例を収録！ 
民間の企業別労働組合における労働協約と規約を事項別に解説し、具体例を豊富に収録。 

◆実務に即した質疑応答を豊富に登載！ 
労働組合活動をめぐる法的な基準や団体交渉、労働協約、争議行為、不当労働行為等についての問題事項 
を一問一答形式で解説。 

◆便利な用語解説・各種申請書式・役立つ労働経済関係資料が満載！ 
主要な労働関係用語の解説及び手続・申請書の届出等についても詳しく紹介し、労働経済関係資料も豊富

に収録。 
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組合 

A5判・加除式・全3巻 
定価 29，400円（本体28，000円） 

労働組合活動のすべてを集大成！！ 

労働組合研究会　編集 

労働組合実務必携 労働組合実務必携 労働組合実務必携 

◇労働組合の活動で必要な事項を、法令編、協約・規約編、 
　質疑応答編、用語編、手続編、資料編に分類し、網羅的に収録 

◇質疑応答編で複雑な諸問題を解説し、適切にアドバイス 

！ 
！ 

 

組合　表面 




